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≪授業の概要≫
【授業の目標】
　租税法の基本的考え方を把握し、税制が変わっても実務で長く使えるよう、租税法にお
ける基本的なアプローチを確認し、なぜそのような考え方や取扱いになるのかについて理
解させることを目標とする。また、租税法の基礎理論に重点を置き、租税法という法律の
学習を通じてリーガルマインドを涵養する。
　
【授業の概要】
　授業では、租税法上の重要な項目について、その理論と課題を理解するため、重要判例
をベースに、課税上の論点、具体的な事実認定に基づく法の解釈・適用の関係等を検討す
る。その際、質疑応答やディスカッションを通じて、さまざまな事象に対して実際に租税
法を使いこなしていけるよう、異なったアプローチで訓練を行う。
　この（Ａ）では、法的三段論法の仕組み、最高裁大法廷判決である大島訴訟についての
掘下げ、税務調査の意義と機能、推計課税と実額課税などを中心テーマとする。
　受講に当たり、予習では授業で採り上げるテーマや判例について事前に検討を加え疑問
点等を整理しておき、復習では教科書類の該当箇所や判例評釈を確認して考察を深めてお
くことを求める。

【評価方法】
　授業への取組み（発表、ディスカッションへの参加状況等）で評価する。定期試験は実
施しない。

【授業計画】
　各回の授業テーマと検討対象となる判例は以下のとおり。
第１回：オリエンテーション（法律家としての税理士に求められるもの）
第２回：法的三段論法と法の解釈という作業
第３回：租税判例と判例評釈の読み方（最判昭和58年12月6日〔10年退職金事件〕）
第４回：租税判例の比較検討と問題点の抽出（東京高判平成5年6月28日〔オートオークシ
ョン事件〕、さいたま地判平成16年2月14日〔採用内定者囲い込み事件〕）
第５回：最重要租税判例の検討（最大判昭和60年3月27日〔大島訴訟〕）
第６回：租税の意義と機能（最大判昭和60年3月27日〔大島訴訟〕）
第７回：租税法規の違憲審査基準（最大判昭和60年3月27日〔大島訴訟〕）
第８回：所得区分や給与所得控除の意義（最大判昭和60年3月27日〔大島訴訟〕の補足意
見）
第９回：税務調査の意義と機能（最判昭和48年7月10日〔荒川民商事件〕）
第10回：任意調査と強制調査
第11回：租税争訟の動向（最判平成16年12月24日〔興銀事件〕）
第12回：実額課税と推計課税
第13回：推計課税を巡る実額反証などの論点（東京高判平成6年3月30日）
第14回：同業者の平均値を巡る裁判例と論点（札幌地判平成11年12月10日）
第15回：帳簿不提示と消費税の仕入税額控除（最判平成16年12月16日〔消費税帳簿不提示
事件〕）

≪テキスト≫
【テキスト】
金子宏『租税法〔第23版〕』2019年2月（弘文堂）
金子宏他編『ケースブック租税法〔第5版〕』2017年10月（弘文堂）
中里実他編「ジュリスト別冊　租税判例百選〔第6版〕」2016年6月（有斐閣）
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中里実他編『租税法概説〔第3版〕』2018年12月（有斐閣）

≪参考書≫
【参考書】
清永敬次『税法〔新装版〕』2013年5月（ミネルヴァ書房）
岡村他『租税法』2017年10月（有斐閣）
岡村他『ベーシック税法〔第7版〕』2013年4月（有斐閣）
谷口勢津男『税法基本講義〔第6版〕』2018年9月（弘文堂）
増井良啓『租税法入門〔第2版〕』2018年7月（有斐閣）
佐藤英明編著『租税法演習ノート・・・租税法を楽しむ21問〔第3版〕』2013年3月（弘文
堂）
佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』2018年3月（弘文堂）
渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第2版〕』2019年3月（弘文堂）
伊藤義一『税法の読み方判例の見方〔改訂第3版〕』2014年2月（ＴＫＣ出版）
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